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１．２０１２年度事業活動方針

　
サプライチェーン情報基盤研究会（以下SIPSという）は、グローバルの視点からサプライチェーンにおける情報連携のプラットフォーム構築を目指して、国連CEFACT日本委員会の下に設置された研究会である。また、SIPSは国内におけるビジネスインフラ構築を進めてきた次世代EDI推進協議会（以下JEDICという）の成果（業界横断EDI仕様V1.1）を継承し、グローバルな情報連携との相互運用性を保ちながら、その成果を金流・商流の情報連携を含め、サプライチェーンに関る業務・業種に幅広く拡充してゆく役割も担っている。

　2012年度はSIPS設立の初年度である。よって、SIPSの事業活動の方向性を定め、ゴールに向かっての組織体制を確立し、着実な第一歩を踏み出さなければならない。そのため、本年度の早い時点で、会員の合意に基づき、サプライチェーン情報基盤のあるべき姿につきビジョンを明確にする。

　更に、SIPSは誕生したばかりの研究会であり、研究会の活動をより効果的なものとするため、国内外の認知度を高める努力が必要である。

２．運営体制

　SIPSは国連CEFACT日本委員会の下に設置された作業グループの一つであり、かつSIPS会員の意向に従い自主的に運営される任意団体である。よって、SIPSの事業活動計画は、SIPS会員の合意に従い、国連CEFACT日本委員会の方針に沿って立案されるものである。

　SIPSの事業活動計画を立案し、その活動を支援し、また管理するために、SIPS総会の下に幹事会を設置した。

　幹事会は、SIPS事業の運営および事業の実施に必要な組織・予算等の事業企画を行い、総会の承認を得た上で、具体的に事業を推進するための課題について検討する次のタスクフォースを設置した。
· 国際連携タスクフォース

· 国際／業界横断EDIタスクフォース

· 金流商流情報連携タスクフォース

· メッセージング基盤タスクフォース

　

　SIPSの事務局は、総会で承認された計画に基づき幹事会およびタスクフォースの活動を支援する。事務局運営の一部は、株式会社カオスに委託した。

２．１ 幹事会
　2012年度においては、次の13名の会員および有識者により幹事会を構成し、臨時幹事会を含む3回の会議にて審議を行った。

＜2012年度幹事会委員＞


委員長

森田　勝弘
SIPS議長（元県立広島大学教授）


有識者

堀内　一
SIPS参与（元東京国際大学教授）


有識者

松島　圭樹
SIPS参与（武蔵大学教授）


特別会員
山内　大二郎
一般財団法人日本貿易関係手続簡易化協会

会員

稲野　清治
株式会社グローバルワイズ

会員

遠城　秀和
株式会社NTTデータ

会員

兼子　邦彦
小島プレス工業株式会社

会員

河野　祐一
住友化学株式会社

会員

柴田　鎮雅
日本情報通信株式会社

会員

島野　繁弘
日本電気株式会社

会員

関口　秀雄
日本アイ・ビー・エム株式会社

会員

藤野　裕司
株式会社データ・アプリケーション

会員

山田　成之
株式会社八幡ねじ

会員

若泉　和彦
一般財団法人日本情報経済社会推進協会
＜審議事項＞

（1） 臨時幹事会
日時：2012年4月11日　14時～17時


場所：一般財団法人日本貿易関係手続簡易化協会　会議室

審議事項：


・3年後のビジョン


・2012年度事業計画


・2012年度収支計画


・SIPS総会議案


・国連CEFACTフォーラム参加の件


・SIPS広報活動の件


・SIPS会員募集の件
（2） 第1回幹事会

日時：2012年5月11日　14時～16時30分


場所：一般財団法人日本貿易関係手続簡易化協会　会議室

審議事項：


・JEDIC清算の件


・業界団体への参加依頼の件


・SIPSパンフレットの校正


・国連CEFACTフォーラム参加報告


・2012年度事業計画


・2012年度収支計画


・SIPS総会計画案
（3） 第2回幹事会

日時：2013年3月22日　14時～17時


場所：機械振興会館　5S-1会議室

審議事項：


・2012年度SIPS事業報告

・2013年度SIPS活動方針
３．国際連携タスクフォースの活動

　国際連携タスクフォースは、河野祐一（住友化学株式会社）リーダーの下、参与2名、会員委員6名、業界委員6名、およびオブザーバー数名の参加により、延べ7回のタスクフォース会議およびアドホック会議の審議を通して次の調査研究を行った。

３．１　国際連携タスクフォース会議
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第１回TF

2012年6月20日

16

・国際EDI標準および国際連携組織の現況紹介。

・国際連携の課題と2012年度活動計画。

国際連携アドホック会議

2012年7月18日

9

・国際情報連携ニーズ調査計画。



第2回TF

2012年8月24日

19

・国際情報連携ニーズ調査計画。

・国際標準化動向（CIFL、ODIF）。

・アジア動向（AFACT年報、UNNExT）。

第3回TF

2012年10月2日

18

・化学業界ニーズ調査経過報告。

・海外進出企業現地調査報告。

・国連CEFACTフォーラム報告。

第4回TF

2012年11月15日

15

・国連ESCAP APTFF/UNNExT会議報告

・SIPS国際連携ビジョン。

第5回TF

2012年12月19日

16

・AFACT総会報告。

・SIPS国際連携ビジョン。

第6回TF

2013年2月8日

15

・国際情報連携ロードマップ。

・2013年度活動計画。


３．２　標準化および国際動向調査
（1） 国連CEFACT

国連CEFACTは、貿易手続の簡易化と電子ビジネスの促進、およびそれらに関するグローバルなポリシーや技術仕様の制定を目的として設立された国連組織である。当組織は、貿易手続簡易化のルール作りとEDIの国際標準や情報項目・コードなどの標準化、および関連する技術仕様の整備を行っている。
国連CEFACTの2012年度のSIPS活動に関わる最新状況は次の通り。
· 国連標準辞書（CCL）はサプライチェーンに関わる主要な項目定義が完了し、保守管理段階になっている。
· 情報項目辞書につき、国連以外の業界国際組織が固有の辞書を整備しており、それらの辞書との相互運用を考慮した新たな技術フレームワークの検討が始まった。
· 辞書や貿易手続勧告以外の技術仕様につき、国連CEFACT外のISO等で行うことが提言されている。
（2） AFACT

AFACT（アジア太平洋貿易手続簡易化と電子ビジネス促進センター）は、国連CEFACTが開発した貿易円滑化と電子ビジネスに関する国際標準等の普及を図るために、国連CEFACTアジア地区ラポーターと連携して活動する非営利の団体で、現在アジアの19カ国・経済圏が参加している。
AFACTの2012年度のSIPS活動に関わる最新状況は次の通り。
· 国連CEFACTの窓口としての機能を除くと独自の活動は低迷しており、常時参加する国も7カ国（日本、韓国、台湾、ベトナム、タイ、インド、イラン）にとどまっている。
· 韓国より、アジアの情報連携インフラに関わる次の新たなプロジェクトが2件提案された。
－SOA相互運用性ガイド策定

－メールアドレス認証付きのメール（#メール）の導入
（3） 国連ESCAP関連
国連ESCAPではアジア太平洋地域の貿易円滑化と電子ビジネスの促進を図るため、2009年より毎年、アジア開発銀行の協力の基「アジア太平洋貿易円滑化フォーラム（APTFF）」を開催している。また、電子取引と貿易のシングルウィンドウをアジア太平洋地域において推進する地域情報ハブとして「国連アジア太平洋電子取引専門家ネットワーク（UNNExT）」を組織している。
APTFFおよびUNNExTの2012年度のSIPS活動に関わる最新状況は次の通り。

· APTFFの参加が途上国を中心に増加している（30カ国以上）。
· UNNExTで進めていたシングルウィンドウ促進のためのガイドライン整備はほぼ完了し、新たなプロジェクト（農業、運輸など）が開始された。
· 国連ESCAP中心に、取引電子化に関わる地域協定の準備が進んでいる。
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日程

主な活動概要

国連CEFACTフォーラム ジュネーブ（スイス）

2012年4月

16日～20日

・新規標準（BDH、CCTS V3）の適用性審議。

・新たなフレームワーク（CIFL、ODIF）プロジェクト開始。

AFACT運営会議 キッシュ（イラン）

2012年5月

21日～25日

・SIPS発足の紹介。

・CCLローカライゼーションの推奨。

・AFACT YearBook 2012編集計画。

・UNNExT研修会にてメッセージ設計法を紹介。

国連CEFACT手法技術

中間会議

メルボルン（オーストラリア）

2012年7月

31日～8月３

日

・デジタル経済と電子ビジネス討議。

・ODIFについて国連CEFACTポジションを検討。

・CIFLにつき手法技術PDAの原案審議。

海外進出日系企業現地

調査

バンコク（タイ）

2012年9月

10日～14日

・タイ進出日系企業のヒアリング調査（取引慣行、IT化の課

題、インフラ整備状況）。

国連CEFACTフォーラム ウィーン（オーストリア）

2012年9月

17日～21日

・手法技術PDAプロジェクト（BDH、CIFL、ODIF、信頼できる

メッセージ交換）につき審議。

国連ESCAP

APTFF/UNNExT

コロンボ（スリランカ）

2012年10月

29日～11月

2日

・UNNExTアドバイザー会議（活動評価と活動方針）。

・APTFF会議（テーマ：貿易手続、電子取引および国境を越

えた接続性のための政府・民間の協力強化）

・国際貿易電子取引に関する専門家会議（国際電子取引に

関する地域協定原案評価）。

AFACT総会 テヘラン（イラン）

2012年11月

19日～22日

・AFACTライブラリ登録簿プロジェクトを提案。

・SOA相互運用性プロジェクト（韓国提案）審議。

・＃メールプロジェクト（韓国提案）紹介。


３．３　国際連携に関わるニーズ調査
　企業ヒアリングに基づく国際連携タスクフォースでの審議を通して、国際連携ニーズにつき、次の３つの視点にまとめた。
（1） 大手企業の国際取引

· 国内でも国際でもEDIは当たり前。ネットワーク基盤が既にある。
· 国境を超えた企業間情報交換は企業グループ内で、社内ネットワークにより行われることが主流。
· 新たな情報交換ニーズへは、展開のスピードを重視して既存のサービスプロバイダーを使う。

（2） 国際取引におけるロジスティックス
· 国際取引においては、売買・決済より通関を含めたロジスティックスでの電子化が重要。
· 輸出入手続きの電子化には、特に相手国のシングルウィンドウ整備が必要。
· 国間のシングルウィンドウ相互接続に期待。

（3） 海外進出先での現地取引

· 海外進出先では、大手企業中心のWEB EDIが展開されている。
· T1以下の企業においては、日本国内の中小企業と同様にEDIは普及していない。
· 海外現地では、日系企業同士取引が多く、商習慣の壁は高くない。
· 日本国内中小企業は個別受注生産、海外は量産品と言う住み分けが進んでいる。
· 海外においても人件費は高騰しつつあり、電子化による生産性向上ニーズはある。
３．４　国際連携調査研究ロ－ドマップ
　国際連携に関わるニーズ調査結果より、今後の国際連携調査研究として何をすべきかを検討し、グローバルサプライチェーンの見える化と効率化の推進のための調査研究ロードマップを策定した。
（1） 大手企業の国際取引
· 国連CEFACTの国境を越えた信頼性データ交換プロジェクト（認証、標準ヘッダー等）への参加。
· 海外のどのような企業とも接続することが可能となるサービス環境ガイドラインの策定。

（2） 国際取引におけるロジスティックス
· 国連CEFACTにおける国際取引におけるシングルウィンドウ等の標準化（勧告等）の合意推進。
· アジア地域における途上国のシングルウィンドウ促進、および相互接続推進活動に協力。
（3） 海外進出先での現地取引

· 国内外で共通に使える業界横断EDI仕様の整備拡充。
· 業界横断EDI仕様を支えるCIDL（業界横断データ辞書）の構築。
· AFACTを通じたCIDLのアジア地域相互連携基盤の構築。
· 有力海外進出先の取引文化・IT環境の調査。
· 海外進出先における業界横断EDI導入支援（ガイドライン）。
（４）ロードマップ
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国連

CEFACT

の国境を越えた信頼

性データ交換プロジェクト（認証、標

準ヘッダー等）への参加。

信頼性のある取引文書交換プロ

ジェクトおよびビジネス文書ヘッ

ダー（BDH&E）プロジェクトへの参

加表明

信頼性のある取引文書交換プロ

ジェクトへの参加（ドラフト評価）

信頼性のある取引文書交換勧告

の国内向けガイド策定

実証と展開

海外のどのような企業とも接続す

ることが可能となるサービス環境

ガイドラインの策定。

国連

CEFACT

における国際取引に

おけるシングルウィンドウ等の標準

化（勧告等）の合意推進。

アジア地域における途上国のシン

グルウィンドウ促進、および相互接

続推進活動に協力。

国連ESCAPの電子データ／電子

文書の認証の実現に関わる地域

協定ドラフト検討

国内外で共通に使える業界横断

EDI

仕様の整備拡充。

業界横断

EDI

仕様を支える

CIDL

（業

界横断データ辞書）の構築。

AFACT

を通じた

CIDL

のアジア地域相

互連携基盤の構築。

CIDL（業界横断データ辞書）提案 CIDLアジア版試作 CIDLレジストリ実証

CIDLアジア展開および国連

CEFACT(CIFL)との整合化

有力海外進出先の取引文化・

IT

環

境の調査。

タイの日系企業における取引環境

調査

海外進出先における業界横断

EDI

導入支援（ガイドライン）。

　　　　　国際／業界横断EDIタスクフォース

東南アジア（インドネシア、ベトナム、ミャンマー等）の日系企業における取引環境調査

　　　　　国際／業界横断EDIタスクフォース

　　　　　国際／業界横断EDIタスクフォース



海外進出先での

現地取引

国際取引における

ロジスティック

大手企業の

国際取引

UNNExTプロジェクトの調査および協力

　　　　　メッセージング基盤タスクフォース

　　　　　国連CEFACT日本委員会・標準促進委員会


４．国際／業界横断EDIタスクフォースの活動

国際／業界横断EDIタスクフォースは、兼子邦彦（ITコーディネータ：小島プレス工業株式会社）リーダーの下、参与1名、会員委員8名、業界委員5名、およびオブザーバー数名の参加により、延べ6回のタスクフォース会議および分科会の審議を通して次の調査研究を行った。

４．１　国際／業界横断EDIタスクフォース会議
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第１回TF

2012年7月2日

21

・業界横断EDI仕様の状況。

・国際EDI標準共通辞書の整備。

第2回TF

2012年10月5日

16

・中小企業共通EDI仕様。

・海外進出企業現地調査報告。

第3回TF

2012年11月13日

13

・中小企業共通EDI海外対応版。

・業界横断EDIフレームワーク。

・国際・業界横断EDI実証について。

第4回TF

2013年1月18日

15

・業界横断EDI仕様V2.0。

・国際／業界横断EDI辞書フレームワーク。

・自治体消耗品購買EDI仕様。

・国連CEFACT CCL2012B日本語化。

分科会

2013年2月20日

7・ビジネスインフラガイドブック編集。

第5回TF

2013年3月15日

15・ビジネスインフラガイドブック編集。


４．２　国連CEFACT共通辞書2012年B版の日本語化
　国連CEFACTの共通辞書2012年B版策定作業に参加し、結果は品質監査を経て2013年5月1日に国連CEFACTホームページにて公開された。
(http://www.unece.org/cefact/codesfortrade/unccl/ccl_index.html
  国際／業界横断EDIタスクフォースでは、当共通辞書2012年B版の日本語化を併行して進め、「コア構成要素辞書―日本語」「業務情報項目辞書―日本語」の2012年B版を策定し、SIPSのホームページより公開した。

(http://www.caos-a.co.jp/SIPS/dictionary/dictionary_download.html
４．３　業界横断EDI仕様V2.0の策定
　JEDICの成果である業界横断EDI仕様V1.1（確定注文プロセス）を継承し、国際EDI標準（国連CEFACT共通辞書：UN/CEFACT CCL）との整合を取りつつ、出荷案内プロセスおよび請求プロセスに関わる仕様を策定した。
業界横断EDI仕様V2.0は、業界共通仕様と業界固有仕様を併存できる仕組み（フレームワーク）をベースに、「業界横断データ辞書」と「メッセージ辞書」により構成される。「業界横断データ辞書」は、業界共通仕様と業界固有仕様の両方をカバーし、国連CEFACT CCLのサブセットである。「メッセージ辞書」は固有の業務領域ごとに、「業界横断データ辞書」に登録されている情報項目を使って定義された業務プロセスごとのEDIメッセージを収録する。基本メッセージ辞書は業界共通の基本的なメッセージを参照仕様として定義した。
「業界横断データ辞書」と「メッセージ辞書」による業界横断EDI仕様V2.0フレームワークを下図に示す。
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業界横断データ辞書および基本メッセージ辞書は、SIPSのホームページに掲載し、公開した。

(http://www.caos-a.co.jp/SIPS/bizinfra/CI_Spec2.html
４．４　業界固有メッセージ辞書の策定
　ITコーディネータ協会／中小企業EDI部会の協力のもと、業界横断データ辞書を使用する次の業界固有メッセージ辞書を策定した。

中小企業共通EDI「基本仕様」メッセージ辞書


中小企業共通EDI「中小製造業仕様」メッセージ辞書


自治体消耗品購買「納入・請求」メッセージ辞書

　以上のメッセージ辞書は、SIPSのホームページに掲載し、公開した。

(http://www.caos-a.co.jp/SIPS/bizinfra/CI_Spec2.html
４．５　ビジネスインフラガイドブックの編集
　業界横断EDI仕様V2.0に基づくビジネスインフラガイドブックを編集し、印刷・配布するとともに、SIPSのホームページに掲載し、公開した。

( http://www.caos-a.co.jp/SIPS/documents/Business_Infra_Guide_book_V2.pdf
 ＜ビジネスインフラガイドブックの目次＞
第１編　ビジネスインフラガイドブックV2.0解説書
第２編　業界横断EDI仕様V2.0業務連携定義
第３編　業界横断データ辞書V2.0

第４編　業界横断EDI基本メッセージ辞書
第５編　中小企業共通EDI仕様V1.0

第６編　自治体消耗品購買EDI仕様V1.0

添付１ 業界横断データ辞書V2.0 ビジネス情報項目
添付２－１　業界横断基本メッセージ：注文メッセージBIE表
添付２－２　業界横断基本メッセージ：注文回答メッセージBIE表
添付２－３　業界横断基本メッセージ：出荷案内メッセージBIE表
添付２－４　業界横断基本メッセージ：請求メッセージBIE表
添付３－１　中小企業共通EDI「基本仕様」：メッセージBIE表
添付３－２　中小企業共通EDI「中小製造業仕様」：メッセージBIE表
添付３－３　自治体消耗品購買：納入・請求メッセージBIE表
５．金流商流情報連携タスクフォースの活動

金流商流情報連携タスクフォースは、遠城秀和（NTTデータシステム技術株式会社）リーダーの下、参与1名、会員委員7名、業界委員5名、および金融業界（日本銀行金融研究所、全国銀行協会、金融情報システムセンター）からのオブザーバー数名の参加により、延べ6回のタスクフォース会議および分科会の審議を通して次の調査研究を行った。

５．１　金流商流情報連携タスクフォース会議
[image: image6.emf]TF会議および活動 出席人数 TF審議事項

第１回TF

2012年6月27日

20

・2011年度までの検討経緯。

・新たなサブテーマ案。

第2回TF

2012年10月3日

19

・日本版POファイナンスに向けて。

・電子債権／一括決済。

分科会

2012年12月4日

12・POファイナンスのニーズ調査。

第3回TF

2013年1月16日

17

・POファイナンスのニーズ。

・クロスボーダー取引の現状。

・サプライチェーン・ファイナンスの方向性。

分科会

2013年3月4日

10・POファイナンスのニーズ分析。

第4回TF

2013年3月19日

15

・2012年度調査分析活動総括。

・2013年度活動計画


５．２ サプライチェーンファイナンスのニーズ調査
　我が国の企業においては、今後、景気回復により資金需要の増大が見込まれる。その一方で、中小企業円滑化法の終了や金融機関への規制強化などにより、中小企業による資金調達面においては不安があるだけでなく、資金化に時間を要する点も、企業の資金繰りを圧迫する要因となっている。こうしたことを背景として、新しいファイナンスの手段として、サプライチェーンファイナンスが求められていると考えられる。
日本企業と海外企業の中から、売上高の大きい企業100社を抽出し、CCC（Cash Conversion Cycle：現金循環化日数）を比較してみると、日本企業は海外企業に比べて長くなっている。このことは、日本企業は海外企業に比べて資金繰りを改善できる余地があり、サプライチェーンファイナンスによるCCCの短縮化は、企業ニーズに適うものと考えられる。
サプライチェーンファイナンスの中でも、中小企業は受発注時点での資金調達ニーズが高く、かつ我が国ではあまり取組が進展していないことから、P.O. （Purchase Order；発注）情報をもとにした融資、すなわちP.O.ファイナンスに焦点をあてた検討を行った。
P.O.ファイナンスの実現性を検証するにあたり、企業、金融機関等に対して様々な確認が必要であると考えているが、今年度の活動においては、企業に対してニーズの確認と、求められるサービスモデルの検討について取り組んだ。
企業ニーズを確認するためのアプローチとして、初期仮説の構築、インタビューマテリアルの作成、インタビューの実施、インタビュー結果の分析の4つのステップを実施した。
P.O.Fの利用メリット及びリスク負担者によって、P.O.Fサービスモデル仮説を、次図の3パターン作成した。
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販売代理店向け融資、サプライヤ向け融資に関連する各プレーヤー、および公的機関へのインタビューを行った。
５．３　調査結果の分析

企業におけるP.O.F.のニーズを明らかにしていく際に、どのようなセグメントで切ることで企業のニーズをあぶり出すことができるかという観点で、次の5つの分析軸を設定し、インタビュー結果を分析した。
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分析軸①：販売代理店向け融資、サプライヤ向け融資のいずれのオプションとも、モデルとして成り立つと考えられる。今年度のインタビューの中では、販売代理店向け融資の方が利用しやすいという声が多かったと考えているが、サプライヤ向け融資に対するニーズについて引き続き確認が必要と考えられる。
分析軸②：P.O.F.に大企業が直接関与するオプション、間接的に関与するオプションとも成り立つモデルであることが分かった。しかし、両モデルともネガティブな意見も一定数あり、利用する企業が選択できるモデルを構築していくことが望ましいと考えられる。
分析軸③：P.O.F.提供者がリスクを取るオプションは、中核企業（あるいは大企業）で肯定的な意見が多数をしめている。一方、大企業がリスクを取ってP.O.F.を提供する可能性については、一部企業から肯定的な意見もあり、引き続きニーズの確認が必要であると認識した。
分析軸④：受発注時点で注文を履行するための資金ニーズが生まれるため、見込生産（調達）型に比べて受注生産型の方がP.O.F.の利用ニーズが高いことが確認できた。一方で見込生産（調達）型の場合でも、一部企業でP.O.F.へのニーズが確認できた。
分析軸⑤：単階層のオプションは、現在も一部で利用されており、引き続き必要と考えられる。多階層のオプションについても、中核企業としても利用意向があるため、一括決済との差別化を検討する必要がある。
インタビュー結果から、抽出した5つのモデルを分析軸ごとに整理すると、「受注生産（調達）型の販売代理店向け融資」、「受注生産（調達）型のサプライヤ向け融資」、「見込生産（調達）型のサプライヤ向け融資」の3つモデルのニーズが高いと考えられる。（ただし、コメントが収集できていないモデルや、コメント数が少ないために正しい評価ができていない点には留意する必要がある）。
６．メッセージング基盤タスクフォースの活動

メッセージング基盤タスクフォースは、藤野裕司（株式会社データ・アプリケーション）リーダーの下、会員委員9名、業界委員6名、およびオブザーバー数名の参加により、延べ6回のタスクフォース会議の審議を通して次の調査研究を行った。

６．１　メッセージング基盤タスクフォース会議
[image: image9.emf]TF会議および活動 出席人数 TF審議事項

第１回TF

2012年6月22日

19

・海外における最新標準化動向報告。

・活動方針審議。

第2回TF

2012年9月26日

18

・TF運営会議発足。

・海外進出日系企業の状況。

第3回TF

2012年11月6日

16・TFの活動計画案。

第4回TF

2012年12月14日

10

・AFACT技術手法委員会報告。

・TF活動計画審議。

第5回TF

2013年1月29日

20

・グローバル・メッセージング基盤フレームワーク。

・グローバル・メッセージング基盤ガイド構成。

第6回TF

2013年3月5日

16

・2012年度活動総括。

・グローバル・メッセージング基盤ロードマップ。・メッ

セージング基盤2013年度活動計画。


６．２　グローバル・メッセージング基盤フレームワーク
　グローバル・メッセージングについてのユーザーニーズが不明確だったため、まずは次の４つのパターンで考えることとした。
(A)VAN間国際接続：異なる国のローカルVAN会社同士がVAN間接続を行う。

(B)国際VAN経由VAN間接続：特定の国際VANを経由してVAN間接続を行う。

(C)標準MSGクラウド経由VAN間接続：それぞれのローカルVANが国際標準に準
拠して「標準信頼性空間」に接続。

(D)標準MSGクラウド経由ユーザー接続：ユーザーが国際標準に準拠して「標準信
頼性空間」に接続。

  本タスクフォースでは、当面は方式(A)で進め、目標として方式(D)を念頭に置いたガイドラインを策定することとした。
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６．３　グローバル・メッセージング基盤構築ガイド
　検討したフレームワークに則り、今後2年間を目標にグローバル・メッセージング基盤構築ガイドを順次策定して行く。

　グローバル・メッセージング基盤構築ガイドの構成は以下を想定している。

1 目的と範囲

2 グローバルEDIの位置づけ：海外との接続パターン

3 通信方式：ネットワーク環境と通信プロトコル

4 セキュリティ仕様：通信路のセキュリティ、認証と信頼性

5 法的枠組み：国内関連法規、国際関連ガイド

6 サービス機能：トランスレーション、データ表現形式、シンタックス

7 導入と保守：事前調整、テスト、移行

8 運用規約とサービスレベル：交換協定、ヘルプデスク、簡易型EDI
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